
個別帰属額等の一覧表  連 結 事 業 年 度  
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 連結親法人及び連結子法人の個別帰属額等は、次のとおりであり、その計算の基礎は別添の連結法人に係

る個別帰属額等の届出書のとおりです。  
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「個別帰属額等の一覧表」の記載要領 
 

１ この一覧表は、令和２年改正前の法人税法（以下「令和２年旧法」といいます。）第 81 条の 22 第２項《連結確

定申告》の規定により、連結親法人が、各連結事業年度の令和２年旧法第 81 条の 18 第１項《連結法人税の個別帰

属額の計算》の規定により計算される法人税の負担額として帰せられる金額又は法人税の減少額として帰せられる

金額及びこれらの金額の計算の基礎を記載した書類（個別帰属額に関する書類）として使用し、個別帰属額等の届

出書と併せて、連結確定申告書の添付書類として提出してください。 

  なお、この一覧表は、令和２年改正前の地方法人税法（以下「令和２年旧地方法」といいます。）第 19 条第４項

《確定申告》の規定により、連結親法人が、各課税事業年度の令和２年旧地方法第 15 条第１項《連結法人の地方

法人税の個別帰属額の計算》の規定により計算される地方法人税の負担額として帰せられる金額又は地方法人税の

減少額として帰せられる金額及びこれらの金額の計算の基礎を記載した書類（連結地方法人税の個別帰属額に関す

る書類）として使用し、個別帰属額等の届出書と併せて、地方法人税確定申告書の添付書類として提出してくださ

い。 

   

（注）１ 連結確定申告書の添付書類は、この一覧表を表紙として、連結親法人及び各連結子法人ごとに、「個別

帰属額に関する書類」、「貸借対照表及び損益計算書」、「株主（社員）資本等変動計算書又は損益金処

分表」、「勘定科目内訳明細書」、「連結親法人の事業等の概況に関する書類」、「組織再編成に係る契

約書等の写し」、「組織再編成に係る主要な事項の明細書」の順に添えて提出してください。 

２ 「個別帰属額に関する書類」は、連結親法人及び各連結子法人とも個別帰属額等の届出書の様式（個別

帰属額の届出書及びその付表並びに個別帰属額の計算の基礎を記載した書類［別表三(二)～別表十七の二

(二)付表二］の各様式）を使用して作成してください。 

なお、連結子法人に係る個別帰属額に関する書類については、個別帰属額の届出書と併せて提出する個

別帰属額の計算の基礎を記載した書類[別表三(二)～別表十七の二(二)付表二]の添付を省略することが

できます。 

 

２ 各欄の記載要領 

(1) 「納税地等」欄は、連結親法人にあっては納税地を記載し、連結子法人にあっては本店又は主たる事務所の所

在地を記載してください。 

(2) 「売上金額」欄は、損益計算書の売上（収入）金額の合計額（雑収入、営業外収益及び特別利益を除きます。）

を百万円単位（百万円未満の端数は切り上げます。）で記載してください。 

(3) 「個別所得金額及び個別欠損金額」欄は、「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書」の「個別所

得金額及び個別欠損金額 1」欄の金額を記載してください。 

(4) 「個別帰属額」欄の本書には、次の区分に応じ、それぞれ「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出

書」の次の欄の金額を記載してください。 

 イ 平成 31 年４月１日前に終了した連結事業年度又は課税事業年度 

(ｲ) 連結親法人が普通法人（特定の医療法人を除く。）である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 14」欄 

  (ﾛ) 連結親法人が協同組合等である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 12」欄 

  (ﾊ) 連結親法人が特定の医療法人である連結法人の分……「連結法人税個別帰属額 12」欄 

 ロ 平成 31 年４月１日以後に終了する連結事業年度又は課税事業年度……「連結法人税個別帰属額 14」欄 

(5) 「個別帰属額」欄の外書には、「各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書付表」の「連結地方法人

税個別帰属額 4」欄の金額を記載してください。 

(6) 「期中加入」欄は、連結親法人との間に当該連結親法人による完全支配関係を有することとなったことにより、

「完全支配関係を有することとなった旨等を記載した書類（加入）」を提出した子法人について○を付してくだ

さい。 

(7) 「連結子法人数    法人」欄は、連結子法人数の合計を記載してください。 

(8) 「連結親法人及び連結子法人の個別帰属額の合計額等」欄は、連結親法人及び全ての連結子法人に係る個別帰

属額等の合計を記載してください。 

(9) 「参考」欄は、連結子法人の異動状況を記載してください。 

なお、「加入した連結子法人数」欄は、連結親法人との間に当該連結親法人による完全支配関係を有すること

となった子法人数を記載し、「離脱した連結子法人数」欄は、連結親法人との間に連結完全支配関係を有しなく

なった子法人数を記載してください。 

（注） この一覧表に記載しきれない場合は、適宜の用紙に記載し添付してください。 


